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豪雨災害が増加する中で，多くの地方都市では将来の人口減少を踏まえた水害リスク軽減施策の実施が

求められている．本研究では，水害リスクが転居行動に及ぼす影響を考慮した都市内の人口分布・水害リ

スク分布の時系列推計手法を検討した．人口分布の推計手法は，立地均衡モデルとコーホート要因法を組

み合わせたものとした．立地均衡モデルでは，住宅タイプ・年齢階層別の行動の違いを考慮した．また，住

宅タイプ・年齢階層別，浸水深別のリスクの違いを踏まえた水害リスク指標を提案した．宮崎県宮崎市を

対象に実証モデルを構築し，水害リスク軽減施策による影響を分析した．水害リスク軽減施策としては，

想定最大浸水深を低減させるハード施策，居住誘導区域かつ浸水深が小さい地域に転居する世帯に対して

補助金を給付するソフト施策を仮定した．  
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1. はじめに 

 

近年，地球温暖化が進む中で，日本でも豪雨の発生頻

度が増加している．アメダスで観測された全国の 1 時間

あたりの降水量が 50 ㎜の年間発生回数は，1980 年頃に

は約 230 回であったが，2020 年頃には約 330 回と約 1.5

倍に増加している．激甚災害に認定された台風や豪雨も

増加傾向にあり，2018 年 9 月～2023 年 8 月の直近 5 年

間では 13 件発生している．そのため，洪水等の水害リス

クに対応する対策がこれまで以上に重要になっている． 

水害リスクを軽減する施策は，ハード施策とソフト施

策に大別できる．ハード施策には，河道掘削や堤防整備，

調整池等の河川整備，止水版や雨水ポンプ設置等の流域・

住宅対策，上下水道の整備等がある．ソフト施策には，

低リスク地域への移住者への補助金給付等による居住誘

導や土地利用規制，防災教育の実施，避難に関する情報

共有等がある． 

日本における居住誘導施策としては，2014 年の都市再

生特別措置法改正により創設された立地適正化計画制度

がある．同制度では，市街化地域の一部を居住誘導区域

に指定し，人口集約を促すことができる．同制度は 2020

年に改正され，居住誘導区域から災害レッドゾーンを原

則除外すること，災害想定区域を居住誘導区域に含める

場合には防災指針を作成することが定められた． 

今後多くの都市で，水害リスクを軽減するハード施策

や立地適正化計画に基づく居住誘導等のソフト施策を検

討する際には，各種施策が都市内における将来の長期的

な人口分布や水害リスク分布に及ぼす影響を把握し，そ

れらを可視化することが有用であると考えられる． 

そこで本研究では，都市内の住宅タイプ・年齢階層別

人口分布の時系列推計手法，住宅タイプ・年齢階層別，

浸水深別のリスクの違いを踏まえた水害リスク指標を提

案する．また，豪雨による水害リスクの高い宮崎県宮崎

市を対象に実証モデルを構築し，水害リスクを軽減させ

るハード施策，ソフト施策の実施が都市内人口分布，水

害リスク分布に及ぼす時系列の影響を分析し，その可視

化を試みる．ハード施策としては，水害リスクを 0 とす

るハード整備，ソフト施策としては，立地適正化計画に

おける居住誘導区域内かつ浸水深が小さい地域に転居す

る世帯に対して補助金を支給する誘導施策を検討する． 
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2.  関連既往研究と本研究の位置づけ 

 

(1)  水害リスクの評価に関する既往研究 

水害リスクを定量的に把握・評価し，その特性を分析

する手法として水害リスクカーブがある．水害リスクカ

ーブは，想定される年間被害額と年超過確率の関係を表

す曲線であり，水害リスクの特性，再帰期間と被害額の

関係や被害額期待値として確率的かつ定量的に示したも

のである．水害リスクカーブを表現する際に一般的に用

いられる分析手法として，F-D 法（Frequency-Damage 

method）が挙げられる． 

大楽ら 1)は，建物市場を考慮した応用都市経済モデル

と F-D 法に基づく都道府県・市区町村単位での内水氾濫

リスクを確率的に評価する手法を開発し，東京都市圏の

水害リスクの年代別評価を行った． 

松川 2)は居住誘導区域かつ想定浸水区域である地域を

市街地評価と浸水リスク評価の 2 つの観点から複合評価

行い，各種対策の方針や居住誘導区域のあり方や設定方

法等についてまとめた．この研究では，防災まちづくり

ガイドラインの水災害リスクの評価手法を参考に評価が

行われている． 

しかし，水害リスクと転居行動の関係を考慮して将来

時系列の人口分布を推計した上で，その結果に基づき水

害リスク分布を推計，可視化した研究は見当たらない． 

 

(2) 都市モデルを用いた水害リスク軽減施策評価に関

する既往研究 

立地均衡型都市モデルを用いて，各種水害リスク軽減

施策の実証的な評価手法を提案している既往研究として，

寺本ら 3)，今井ら 4)がある．寺本らは，世帯所得の分布を

考慮した立地均衡モデル，水害リスクに対応した土地利

用規制の費用便益評価手法を構築し，寝屋川流域におけ

る土地利用規制の評価を行った．また，土地利用規制が

世帯に与える影響を所得の違いに応じて分析した． 

今井らは，時系列に拡張した立地均衡モデルを構築し，

富山市を対象に人口誘導，立地規制等のソフト施策によ

る水害リスク軽減施策が都市内人分布に及ぼす長期的な

影響を分析した． 

しかし，これらの研究では，住宅立地主体の家計を所

得階層，もしくは住宅タイプのみで分類しており，水害

リスクを評価する上で不可欠と考えられる年齢階層別の

人口分布推計が行われていない．さらに，所得や人口の

増減のみから施策評価を行っており，水害リスクの視点

からの施策評価が行われていない． 

 

(3)  本研究の位置づけ 

本研究では，将来時系列の住宅タイプ・年齢階層別都

市内人口分布の推計が可能な立地均衡型都市モデルを構

築するとともに，住宅タイプ・年齢階層別，浸水深別の

リスクの違いを踏まえた水害リスク指標を提案する．さ

らに，宮崎市を対象として，実証モデルを構築し，将来

時系列の人口分布および水害リスク分布の推計，ハード・

ソフト施策によるこれらの変化の推計・可視化を行う． 

水害リスクと住宅タイプ・年齢階層の関係を考慮して，

将来時系列の人口を推計可能な立地均衡型都市モデルを

構築する点，年齢階層別のリスクの違いを考慮した水害

リスク指標と人口分布の推計結果を用いて水害リスク分

布を推計し，ハード施策・ソフト施策を評価する点は，

既往研究と比較しての本研究の特徴である． 

 

 

3. 都市内人口分布推計モデル 

 

(1) 概要 

都市内人口分布推計モデルは，立地均衡モデルとコー

ホート要因法を組み合わせたものとする．立地均衡モデ

ルでは，世帯を転居する世帯と転居しない世帯に分け，

各年の各ゾーンにおける転居世帯による住宅床の需要と

不在地主による住宅床の供給が均衡することを仮定する．

また住宅タイプ・年齢階層によって，水害リスクを踏ま

えた転居行動に違いがあることとし，住宅床需要につい

ては，住宅タイプおよび世帯主の年齢階層別に推計する．

また，図-1に，本研究の人口分布推計モデルのフローを

示す． 

 

図-1 都市内人口分布推計モデルのフロー 
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(2)  転居先ゾーンの選択 

各世帯の転居先ゾーンの選択確率は，住宅タイプ・世

帯主の年齢階層別に転居先候補の効用水準を基に多項ロ

ジットモデルで表現できると仮定する．転居先ゾーン選

択確率を(1)式，各ゾーンの部分効用を(2)式に示す． 

ここで，下添字 i はゾーン，h は住宅タイプ，g は年齢

階層，t は年を表す．P は転居先ゾーン選択確率，V は部

分効用，τはその他の効用，r は床賃料，ℤは床賃料以外

の各種要因ベクトルを表す．  
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(3)  住宅床需要量 

１世帯あたりの住宅床の需要面積は，(3)式に示すとお

り，地代によって変化すると仮定する．各ゾーンの住宅

床の需要量は，(4)，(5)式のとおり，1 世帯あたりの住宅

床需要面積に各ゾーンに転入する世帯数を乗じることで

求めることができる． 

ここで，L は 1 世帯あたりの住宅床需要面積，y は所

得，N は転入世帯数，NT は都市内転居意思ありの総世帯

数，D は住宅床需要量である． 

 , , , , , ,
,
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(4)  住宅床供給量 

不在地主による住宅床供給量は，(6)式に示すとおり，

地代によって変化すると仮定する．ここで，S は住宅床

供給量，σはパラメータ，Sは供給可能面積である． 

 
, ,

,

1 i
i t i t

i t

S S
r

 
    
 

           (6) 

 

(5)  住宅床市場の均衡 

各ゾーンにおいて住宅床需要面積と住宅床供給面積が

一致するように住宅床市場で価格調整が行われ，最終的

に各ゾーンの立地面積が決定される。t 年における住宅

床の需要と供給の均衡を(7)式に示す． 

  
, , , , , ,( ) ( )i t i t i h g t i t

h g

S r D r         (7) 

 

(6)  将来時系列の供給可能面積 

 各年において，世帯の転出または転入行動によりゾー

ン内の供給可能面積が(8)式のとおり変化すると仮定す

る． 

   , 5 , , , , 5 , , ,, ,i t i t i h g t i h g ti h t
g

S S L N N     (8) 

 

 

4.  水害リスク指標 

水害リスク指標は，各ゾーンの想定最大浸水深と都市

内人口分布推計モデルで推計される住宅タイプ・年齢階

層別人口を用い，(9)式のとおりとする． 

, , , , ,i t FD i t h g i h g t
h g

FR FD POP        (9) 

 ここで FR は水害リスク指標，FD は想定最大浸水深，

POP は人口，𝜃ி஽は浸水深別重み付けパラメータ，𝜃௛は

住宅タイプ別重み付けパラメータ，𝜃௚は年齢階層別重み

付けパラメータを表す． 

𝜃ி஽，𝜃௛は浸水深別の被害規模の違いを考慮し，国土交

通省水管理・国土保全局の「治水経済調査マニュアル（案）」
5)を参考に設定する．𝜃௚は年齢階層による避難時間の違

いなど避難可能性の観点から設定する． 

 

 

5.  宮崎県宮崎市を対象とした実証モデルの構築 

 

(1)  対象圏域・ゾーン区分および住宅タイプ区分 

 実証モデルの対象圏域は，宮崎市の市域のうち，2020

年時点で人口および供給可能面積が存在するメッシュと

する．ゾーン区分については，すべて世界測地系 1km メ

ッシュとする．ゾーン総数は 335 メッシュである．対象

圏域とゾーン区分を図-2に示す． 

 

 

図-2 対象圏域とゾーン区分 
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(2)  現状分析 

 2020 年の国勢調査に基づく宮崎市内の人口分布と想

定最大浸水深の分布をそれぞれ図-3，図-4に示す． 

 

  

図-3 人口分布（2020 年） 

 

 

図-4 想定最大浸水深 

 

 図-3から，宮崎駅を中心とした市街地で居住者が多い

ることがわかる．また，市街地から離れた郊外部におい

ても，広範囲にわたって居住者が分布しており，一定程

度人口集積が見られる地域も見られる．宮崎市は平成に

入って 2 度の市町村合併により，4 町と合併している．

郊外部の人口集積地は，主に旧町の中心部であると推察

される． 

 想定最大浸水深については，一級河川である大淀川沿

いが高くなっており，市内山間部では 5.0m を超える地

域もある．居住者がある程度集積する地域でも最大 3.0m

の浸水が想定されており，豪雨の際には甚大な被害をも

たらす可能性がある． 

 

 (3)  転居先ゾーン選択要因 

床賃料以外の転居先ゾーン選択要因，すなわち(2)式の

床賃料以外の説明変数として，まず，研究目的から「洪

水による想定最大浸水深」，既往研究を参考に「中心市

街地までの距離」を選定した．さらに，2016 年に行われ

た宮崎市民アンケート調査における質問「あなたの日常

生活について，その活動の重要度をお答えください」に

対する回答を参考に，「食品スーパーまでの距離」，「町

医者・クリニックまでの距離」を候補に加えた． 

 

(4)  アンケート調査の実施 

 (2)式のパラメータを推定するため，宮崎市の住民に対

してアンケート調査を実施した． 

 アンケート調査では，希望住宅タイプ別に 3 つの仮想

的な転居先地域から最も望ましい 1 地域を選択する設問

に 4 度回答していただいた．表-1に，3 つの仮想的な転

居先地域を示したプロファイル調査票の例として，賃貸

マンションの調査票（一部抜粋）を示す．調査票におけ

る各項目の水準は，宮崎市における実態（平均値，平均

値±標準偏差（1σ））を参考に 3 水準を設定し，L12（35）

型直行表を使用して割り付けを行った． 

調査では，上記に加え，個人属性（年齢，世帯人数等），

転居意向（転居意思，希望住宅タイプ，水害施策導入時

の転居意思の変化等）を併せて尋ねた． 

 調査は，Google Forms で実施し，民間 WEB 調査会社

のモニタ登録者のうち，宮崎県宮崎市在住の世帯主に回

答を依頼した．2023 年 7 月 27（木）～31（月）の間に

445 の回答を得ることができた． 

 

表-1 賃貸マンションのプロファイル調査票（一部抜粋） 

 

 

（　A　） （　B　） （　C　）

食品スーパー
までの距離

0.6km 1.5km 6km

町医者・クリニック
までの距離

0.3km 0.9km 0.3km

中心市街地
までの距離

4km 10km 18km

想定最大浸水深 1m 0m 2m

25㎡ 4.5万円 5.5万円 3.5万円

35㎡ 5.0万円 6.0万円 4.0万円

45㎡ 5.5万円 6.5万円 4.5万円

55㎡ 6.0万円 7.0万円 5.0万円

70㎡ 8.0万円 9.0万円 7.0万円

1ヶ月
あたりの

賃料
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(5)  効用関数のパラメータ推定 

 部分効用である(2)式のパラメータ推定は，アンケート

調査の個票データを用い，最尤法（20%水準で非有意な

変数を除いて推定を繰り返す減少法）により住宅タイプ

別，年齢階層別に行った．ただし，サンプル数の不足等

により有意な推定結果が得られなかった場合には，年齢

階層を一部統合して推定することとした．各住宅タイプ

における推定時の年齢階層の区分を表-2に示す． 

 

表-2 推定時の年齢階層の区分 

 

 

 また，推定結果の一例として，戸建て（持ち家）を希

望した 30 代以下の推定結果を表-3に示す．  

 

表-3 戸建て（持ち家）・30 代以下のパラメータ推定結果 

 

 

(6)  その他のパラメータ 

(1)式のτ，(3)式の b，(6)式のσについては，2020 年時

点の実態に合致するようにキャリブレーションを行い，

b は世帯主年齢階層別，τとσは世帯主年齢階層別・ゾ

ーン別に設定した．キャリブレーションに際しては，(1)

～(6)式の各変数の 2020 年値（世帯主年齢階層別，ゾー

ン別）を収集・推計した． 

 (2)式の各種施設までの道路距離については，各ゾーン

の重心からの直線距離に，森田ら 6) による道直比係数（宮

崎市では 1.3038）を乗じて算出した． 

(6)式の供給可能面積は，国土数値情報の土地利用細分

メッシュにおける建物用地・田・その他農用地が住宅に

転用可能な利用区分と仮定し抽出する．ただし，市街化

区域以外のゾーンについては，今後，農地から住宅に転

用されることがないと仮定し，建物用地のみを抽出した． 

床賃料（1m2あたり）は，各ゾーンの 1m2あたり地価，

宮崎市における各住宅タイプの土地面積，住宅床面積，

住宅賃料の平均値から推計した．各ゾーンの 1m2あたり

地価は，宮崎市の 2020 年の公示地価データより地価関

数を推定し，推定結果と各ゾーンにおける各変数の水準

から推計した．ただし，推計結果が公示地価データの最

低地価（10,000 円）を下回る場合，最低地価に補正した． 

 

(7)  地価関数の推定 

地価関数の推定には，データの空間的な依存関係を考

慮可能な空間ヘドニック・アプローチを用いた．具体的

には，(10)～(12)式を推定し，現況再現性が高く，統計学

的に有意なものを採用した． (10)式は通常の線形回帰モ

デル（BM），(11)式は空間ラグモデル（SLM），(12)式

は空間エラーモデル（SEM）の式である． 

 y Xβ ε             (10) 

  y ρWy Xβ ε           (11) 

,    y Xβ ε ε λWε μ   (12) 

 ここで，yは n×1 の被説明変数ベクトル，xは n×1 の

説明変数行列，βは n×1 のパラメータベクトル，εは n

×1 の誤差項ベクトル，ε’は n×1 の空間的自己相関の

ある誤差項ベクトル，Wは n×1 の空間重み行列，μは

n×1 の空間的自己相関のない誤差項ベクトル，λ，ρは

空間パラメータを示す． 

 地域特性が異なることを考慮して住居系（用途地域が

住居系の場合）と商業系（住居系以外の用途地域）の 2

つに分けて推計を行った． 

推定結果を表-4，表-5に示す．住居系については空間

ラグモデル（SLM），商業系については線形回帰モデル

（BM）を採用した．ここで，「宮崎駅ダミー」は最寄り

駅が JR 宮崎駅であること，「市街化ダミー」は市街化区

域に指定されていること，「商業ダミー」は用途地域が

商業・近隣商業に指定されていることを示すダミー変数

であり，該当する場合 1，該当しない場合 0 とした． 

 

表-4 地価関数推定結果（住居系）  

 

戸建て 賃貸マンション・アパート 分譲マンション

20歳未満 20歳未満 20歳未満

20代 20代 20代

30代 30代 30代

40代 40代 40代 40代

50代 50代 50代

60-64歳 60-64歳 60-64歳

65-69歳 65-69歳 65-69歳

70-74歳 70-74歳 70-74歳

75-79歳 75-79歳 75-79歳

80歳以上 80歳以上 80歳以上

30代以下

50-64歳

65歳以上

20代以下

30，40代

50歳以上

40代以下

50-60代

70歳以上

説明変数 パラメータ p値

LN（食品スーパー） -0.4118 (3.80E-4**)

町医者・クリニック -0.2029 (-0.1209  )

中心市街地 -0.0795 (2.81E-5**)

LN（所得（万円）） 0.1163 ( 0.0057**)

想定最大浸水深（m） -0.2005 (-0.0999  )

LN（床1㎡あたりの年間賃料（万円）） -0.3542 (-0.1166  )

注）( )内はp値，**は1%有意，*は5%有意

道路
距離
（km)

変数名 パラメータ p値

宮崎駅ダミー 1.71E-01 (5.864E-3**)

最寄り駅までの距離（m） -3.06E-05 (1.205E-2**)

市街化ダミー 5.60E-01 (2.2E-16**)

定数項 3.92E+00 (2.355E-8**)

空間パラメータρ 5.94E-01 （1.987E-14**)

AIC 40.843

サンプル数 123

注）( )内はp値，**は1%有意，*は5%有意
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表-5 地価関数推定結果（商業系） 

 

 

 

6.  水害リスク軽減施策による影響分析 

 

(1)  概要 

ここでは，2020 年以降に水害リスク軽減施策を実施し

た場合の将来の都市内人口分布および水害リスク分布に

及ぼす影響を分析する．施策導入地域は，立地適正化計

画の居住誘導区域内かつ想定最大浸水深が「3.0m 未満」

のゾーンとする．施策導入地域を図-5に示す． 

水害リスク軽減施策として，浸水深を低減するハード

施策，導入地域に転居する世帯に補助金を給付するソフ

ト施策を実施することとする．ここでは，ハード施策の

場合，導入地域の想定最大浸水深が 0m となることを仮

定する．ソフト施策については，導入地域に転居した世

帯は補助金分の可処分所得が増加することを仮定する．

補助金の給付額については，富山市の「まちなか居住推

進事業 7)」と深川市の「まちなか居住推進助成事業 8)」を

参考に設定する．本研究で分析する具体的な施策 1～5 の

内容を表-6に示す． 

 

  

図-5 水害施策導入範囲 

 

表-6 施策の設定 

 

 

(2)  人口分布推計モデルの各変数の将来値の設定 

パラメータ設定された都市内人口分布推計モデルを用

いて，将来の時系列の人口分布推計を行うためには，内

生的に求められる立地量，床賃料を除く変数の将来値を

設定する必要がある．ここでは，各変数とも 2020 年から

変化がないと仮定し，将来値は 2020 年値に固定する．た

だし，供給可能面積については，人口増減を考慮して将

来値を設定する． 

転居意思のある世帯数については，施策導入の有無に

よる転居率の変化を考慮するため，アンケート調査結果

における施策別転居意思の変化を用いて設定する．表-7

に施策別の市内転居率を示す．施策前と比較して施策 1

～5 では，転居率が増加していることが見て取れる． 

 

表-7 年齢階層別 5年間市内転居率 

 

 

(3)  水害リスク指標の重み付けパラメータの設定 

 (9)式の重み付けパラメータの設定を行う．浸水深別重

み付けパラメータ𝜃ி஽は，国土交通省水管理・国土保全局

の「治水経済調査マニュアル（案）」5)に記載されている

「家屋被害」の「浸水深別被害率」を参考に，表-8のよ

うに設定した．住宅タイプ別重み付けパラメータ𝜃௛は，

「治水経済調査マニュアル（案）」5)に記載されている「家

屋資産額」の「家屋資産額補正」を参考に，表-9のよう

に設定した．年齢階層別重み付けパラメータ𝜃௚は，消防

庁の「津波避難対策推進マニュアル検討会報告書」 9)に

記載されている北海道南西沖地震（平成 5 年）津波時の

年齢階層別平均避難速度を参考に設定する．具体的には，

平均速度の逆数を取り，年齢階層を組み合わせるため重

変数名 パラメータ p値

宮崎駅ダミー 7.10E-01 (1.210E-7**)

最寄り駅までの距離（m） -8.36E-05 (1.300E-4**)

容積率 1.88E-03 (9.190E-5**)

市街化ダミー 6.79E-01 (1.530E-3**)

商業系ダミー 6.80E-01 (2.780E-5**)

定数項 9.09E+00 (2.000E-16**)

サンプル数 32

決定係数 0.9086

注）( )内はp値，**は1%有意，*は5%有意

ソフト施策 ハード施策
施策1 補助金：50万円 -
施策2 補助金：300万円 -
施策3 - 浸水深0m
施策4 補助金：50万円 浸水深0m
施策5 補助金：300万円 浸水深0m

戸建て

年齢階層 施策前 施策1 施策2 施策3 施策4 施策5

30代以下 17.65% 17.65% 25.49% 21.57% 23.53% 23.53%

40代 10.20% 12.24% 16.33% 16.33% 16.33% 20.41%

50-64歳 6.17% 7.41% 13.58% 8.64% 8.64% 12.35%

65歳以上 3.13% 9.38% 9.38% 6.25% 6.25% 6.25%

賃貸マンション・アパート

年齢階層 施策前 施策1 施策2 施策3 施策4 施策5

20代以下 22.86% 22.86% 31.43% 22.86% 25.71% 31.43%

30，40代 8.11% 21.62% 28.38% 20.27% 24.32% 27.03%

50歳以上 7.02% 10.53% 26.32% 8.77% 10.53% 19.30%

分譲マンション

年齢階層 施策前 施策1 施策2 施策3 施策4 施策5

40代以下 20.00% 40.00% 60.00% 46.67% 53.33% 66.67%

50，60代 5.26% 7.89% 23.68% 10.53% 10.53% 18.42%

70歳以上 0.00% 12.50% 12.50% 12.50% 12.50% 12.50%
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みづけ平均を用いて設定した．表-10 に北海道南西沖地

震（平成 5 年）津波時の年齢階層別平均避難速度を示す． 

 

表-8 浸水深別重み付けパラメータ 

 

 

表-9 住宅タイプ別重み付けパラメータ 

 

 

表-10 年齢階層別平均避難速度（北海道南西沖地震） 

 

 

(4)  シミュレーション結果 

 分析結果は，当日発表するとし，ここでは省略する． 

 

 

7.  まとめ 

 本研究では，住宅タイプ・年齢階層別の都市内人口分

布の将来時系列推計が可能な立地均衡型都市モデルを構

築した．また，住宅タイプ・年齢階層別，浸水深別のリ

スクの違いを考慮した水害リスク指標の提案を行った． 

 さらに，豪雨による水害リスクの高い宮崎市を対象に

実証モデルを構築し，水害リスク軽減施策が都市内人口

分布，水害リスク分布に及ぼす影響を分析した．分析で

は，立地適正化計画の居住誘導区域内かつ想定最大浸水

深が「3.0m 未満」のゾーンを水害リスク低減施策導入地

域とした．水害リスク軽減施策としては，浸水深を低減

させるハード施策，居住誘導区域かつ浸水深が小さい地

域への転居世帯に補助金を給付するソフト施策を検討し

た．  

 立地均衡型都市モデルにおける転居先地域選択の部分

効用関数の推定では，住宅タイプと年齢階層の組み合わ

せにより異なるパラメータ値が得られた．これによって，

住宅タイプ・年齢階層別の転居行動の違いを表現できた

と考えられる．また，住宅タイプ・年齢階層による水害

リスク違いを表現できるようになった． 

 水害リスク指標で用いた重み付けパラメータは，既存

の調査結果やマニュアルを参考に設定した．浸水深別重

み付けパラメータと住宅タイプ別重み付けパラメータは

家屋被害といった「資産視点」，年齢階層別重み付けパ

ラメータは避難速度といった「身体的視点」から設定し

ており，と水害リスク指標全体で見れば多角的にリスク

を捉えられていると言える．しかし，それぞれのパラメ

ータは一視点のみからの設定にとどまっており，各パラ

メータでの多角的視点の考慮は今後の課題である． 
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想定最⼤浸⽔深 0m 0.25m 1.75m 4.0m 7.5m
パラメータ 0.000 0.058 0.468 0.843 0.843

住宅タイプ 戸建て マンション アパート

平均階層（f）が3階未満の場合

平均階層（f）が3階以上の場合
パラメータ 1.0

1.0

2/f

年齢階層 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60歳以上

秒速（m/s） 0.87 1.47 1.03 0.68 0.58
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